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抄録 

  

 本研究の目的は、地域スポーツ振興に向けて、行政が NPO 法人格を持つ総合型地域

スポーツクラブ(以下：NPO クラブ)に対して学校体育施設の管理の一部を委託すること

を通して学校体育施設の有効的活用を実現するための、行政と NPO クラブのそれぞれ

の課題と方策を示すことである。本論文では、概念枠組みとして、｢共有地のジレンマ｣

と呼ばれるゲーム論の考え方と、ダグラス・ノースによる新制度論の理論枠組みを援

用する。 

 国内の NPO クラブに対するアンケート調査と、国内の全市区町村を対象にしたアン

ケート調査の結果、特徴のあるケースへのインタビュー調査の結果を分析する。分析

にあたって、クラブを、「公共スポーツ施設の指定管理者であるか」と、「学校体育施

設開放事業の管理を行っているか」の 2 つの基準で 4 つのグループに分けた。 

 本論文から得られた知見をまとめる以下のとおりである。行政が NPO クラブに学校

体育施設開放事業の管理を委託し、有効活用を実現するためには、①行政が NPO クラ

ブに対して学校体育施設開放事業の管理における執行権限の一部を付与したり、 学校

体育施設開放事業の管理業務に関する役割を付与するなどの制度的な方策をとること

が重要であること、②NPO クラブが学校体育施設開放事業の利用者の自律的な執行を促

進することが重要であることを示した。そして、③行政が①を実現するべく積極的な

方策を採用し、それに呼応して NPO クラブが適切に学校体育施設開放事業の管理をす

ることで、行政の取り組みと NPO クラブの取り組みの好循環が生まれ、学校体育施設

開放事業の有効的活用を実現できうることを示した。 

 

キーワード：共有地のジレンマ、新制度論、行政、総合型地域スポーツクラブ、学校

体育施設 
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How to Promote the Private-Public Partnership of managing 

Public School Sports Facilities by city administrator   
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Abstract 

 

This study examines an approach that achieves effective use of public school 

sports facilities by delegating a part of the facility management to private 

organizations for local sports promotion. We draw upon "the Tragedy of the 

Commons" from game theory and from the theory of D.C. North's new institutionalism 

in forming the conceptual framework of this study. 

This study analyzes data acquired from a questionnaire survey sent to all 

incorporated nonprofit organizations operating “comprehensive community sports 

clubs” (CCSC) and from interviews with several key clubs. For the analysis, we 

classify CCSC members into four groups in accordance with whether the clubs 

operate “public sport facilities", and whether the clubs operate “public school 

sports facilities.” 

The major findings are summarized as follows. First, city administrators 

should enter into a contract with clubs to manage a part of the management 

operations of public school sports facilities. Second, it is essential for the 

clubs undertaking that responsibility to encourage self-enforcement by the 

facility's users even though the city administrators retain overall authority. 

Third, we show that adopting the first and second conditions simultaneously 

creates effective operational synergy between the city administration and the 

club management of public sports school facilities. 
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1．はじめに 

 本研究の目的は、基礎自治体（以下：行政）がNPO

法人格を持つ総合型地域スポーツクラブに対して

学校体育施設の管理の一部を委託することを通し

て学校体育施設の有効的活用を実現するための、行

政とNPOクラブのそれぞれの課題と方策を、国内の

全市区町村を対象にしたアンケート調査の結果、

NPO クラブを対象にしたアンケート調査の結果、ケ

ーススタディの分析を通じて、によって示すことで

ある。本論文においてNPO クラブとは NPO 法 人格

を持つ総合型地域スポーツクラブを指すものとす

る。 

 2011年に公布されたスポーツ基本法（第12条、

13条）は、学校体育施設と公共スポーツ施設の運用

面での充実の必要性を指摘している。2010年に文部

科学省が示したスポーツ立国戦略（文部科学省、

2010a）や内閣府に設置された「新しい公共」円卓

会議が作成した「新しい公共」宣言（内閣府、2010）

は、地域スポーツ振興や公共サービスの分野で官民

協働を推進することが重要であると述べている。こ

のような動きの背景には、多くの市町村は財政難か

ら地域スポーツ振興に積極的に資源を投入できず、

行政だけの力で学校体育施設と公共スポーツ施設

の有効的活用を実現できる市町村は少なくなって

きたという現状があることが考えられる。多くの市

町村は有効的活用の実現のために官民協働を進め

ることが必要であるが、一方で、官民協働の十分な

経験がない市町村が多く、市民ニーズが高い公共施

設を総合型クラブやその他の民間組織に安易に委

託するとフリーライダーや市民間のトラブルが発

生し、公平性が失われ、市民から不満が出るといっ

た事態が発生する事も考えられる。 

 本論文は、学校体育施設開放事業の管理を総合型

地域スポーツクラブへ委託することに焦点を当て

る。その背景には以下のような状況が存在する。 

 まず、2008年段階で、国内の体育施設の89%（約

19万施設）は行政が所有している。その約3割が公

共スポーツ施設（53,732施設）、残りの約7割が学

校体育施設（136,276 施設）である（文部科学省、

2008a）。施設の管理を企業やNPO法人等の民間組織

が担っている割合は、公共スポーツ施設の指定管理

者制度導入割合が37。9%であるのに対して学校体育

施設開放事業を「地域住民が運営の中心になってい

るケースは全国的にも極めて少ない」（清水、2002、

p.63-64）という現状がある。 

 公共スポーツ施設の指定管理者制度導入割合は、

2005年と2008年を比較すると増加傾向にある。特

に、NPO 法人や企業が指定管理者になるケースが増

えている（文部科学省2005、2008b）。近年は、学校

体育施設開放事業においても地域住民の小中学校

の「学校開放（学校体育施設開放事業）の自主運営

化が進みつつあることを期待させる」（柳沢、2010、

p.35）状況が生まれている。 

 2010年時点で、国内に総合型地域スポーツクラブ

が2,664ある。333が法人格を有し（文部科学省、

2010b）、その多くがNPO法人格を有する組織である。

学校体育施設開放事業の管理をNPOクラブが担うこ

とは、学校体育施設開放事業の有効的活用に貢献す

ると考えられる。 

 

2．研究の枠組み 

2-1 概念枠組み 本論文ではアンケート調査を主

な論拠として分析を行うが、全体を俯瞰し個々の調

査結果や事例を概念的に整理し、新しい示唆を得る

ために2つの関連した理論モデルを援用する。1つ

は公共施設の市民開放に関しての典型的なトラブ

ルであるフリーライダーの発生についての理論的

根拠を与える｢共有地のジレンマ｣と呼ばれるゲー

ム論の考え方であり、もう1つは、制度を社会的コ

ストを低める「ルール」であるとして、制度やその

執行についてフォーマルなものとインフォーマル

なものの関係を論じたダグラス・ノース（1994）に

よる新制度論の理論枠組みである。学校体育施設と

公共スポーツ施設の有効的活用の実現には「共有地

のジレンマ状態」の解決が1つの重要な課題となる。

それに対しては、施設管理者が制度や施策に従って

ペナルティを課すといったフォーマルな方法だけ

ではなく、利用者への働きかけ、利用者間の交流や

調整を促す施設管理者と利用者との信頼関係を構

築するといったインフォーマルな方法を併用する

ことが有効であると考えられる。その一方で、フォ

ーマルなルールの存在がインフォーマルな方法の

有効性を高めるという側面もあるなど、フォーマ

ル・インフォーマルが相互補完的な役割を果たす。 

 そのような概念枠組みを想定して、国内の全ての

NPO クラブを対象とした調査から施設管理者が持つ

ルールの執行権限が異なる公共スポーツ施設の指

定管理と学校体育施設開放事業の管理の2つを比較

分析する。 

 官民協働による学校体育施設と公共スポーツ施

設の有効的活用の実現には、本論文で「2つの共有

地のジレンマ状態」と呼ぶ社会的なジレンマの解決

が課題になるという考え方を導入する。1つがフリ

ーライダーの発生などに代表される「利用者間の共

有地のジレンマ状態」である。もう１つが行政が学

校体育施設開放事業の管理をNPOクラブに委託する

ことを躊躇する主要な理由の１つであると考えら

れる「行政とNPOクラブの間の共有地のジレンマ状
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態」である。この2つの解決を図ることが、学校体

育施設開放事業の管理のNPOクラブへの委託を普及

することについて有効であることを示唆する。 

 

2-2 共有地のジレンマ 

 「共有地のジレンマ」（The Tragedy of the 

Commons）は、自発性が基本で強制力が働きにくい

コミュニティに典型的に起こりうる状況をモデル

化する際に引き合いに出されるもので、みなで協力

すればコミュニティ全体にとってよりよい状態に

なりうるのに、個々のメンバーが“合理的”に行動

することによって、必然的にコミュニティ全体にと

って望ましくない状況に陥ってしまうというジレ

ンマを、ゲーム理論として定式化したものである

（R.Luce and H. Raiffa、 1957、 Putnam、2001）。 

 

2-3 ノースの新制度論 

 ノース（1994）によると、制度（institutions）

とは「社会におけるゲームのルール（the rules of 

the game in a society）」であり「人々の生活の中

に構造を提供することで、人々の間のインタラクシ

ョンによって生じる不確実性を減少させる（人工的

に作られた）制約である」。ノースによると制約（以

下では「制度」と「ルール」を同じ意味で使う）に

はフォーマルなものとインフォーマルなものがあ

る。フォーマルルールとは法律、条例、契約などで

あり、インフォーマルルールとは伝統、習慣、慣行、

マナー、社会規範など「社会に埋め込まれたもの」

であり、「繰り返される関係の中から生成されるも

の」である。フリーライダーが発生しないような社

会秩序はフォーマルルールとインフォーマルルー

ルのバランスによって相互補完的に成立するもの

であるとされている。 

 制度はルールの集まりであるが、そこには、ルー

ルが守られ、不確実性を減らす制約として成立する

ことを担保する「ルールの執行（enforcement）」が

存在していなければならない。ルールの執行にもフ

ォーマルなもの、つまり強制力を持つ「第三者機関」

による執行（third party enforcement）と自律的

な執行（self-enforcement）と呼ばれるインフォー

マルなものがある。フォーマルルールはそれに従わ

ない場合は罰金、逮捕、収監など公的権力を持つ公

的機関による執行によって効力が維持されるのに

対して、インフォーマルルールは「自発的にそれを

守ろうとする」、「違和感を感じる」、「村八分になら

ないようする」など、当事者や利害関係集団のメン

バーによる自律的な執行によって効力が「担保」さ

れるものであると想定されている。 

 フォーマルルールを「第三者機関」が維持するに

は、ルール違反をモニタリングし、それに対して公

的権力を（適切に）行使するための仕組みや組織、

権力行使の悪用を防ぐ手だてなどを整備すること

が必要になり、そのために大きな社会的コストが発

生する（ノース、1994、p78-79）。 

 さらに、行政が直接フォーマルルールの執行を行

うことになれば、公平性が問題にされる、行き過ぎ

に対する批判を受ける、クレームが寄せられるなど、

行政にとってさらに大きな社会的コストが発生す

る可能性がある。インフォーマルルールは当事者た

ちの自発的協力に依存するので守られる保証はな

いが、当事者間の間で相互信頼が成り立つなどして

スムーズにルールが遵守された場合には、社会的コ

ストが低く、望ましい結果が生まれる（ノース、1994、

p48-61）。 

 フォーマルルールが当事者の自発性や自律性に

よって遵守されるなら、第三者機関の執行に伴う社

会的コストが発生しないで済む。一方、フォーマル

ルールがあることでインフォーマルルールの有効

性が補われる場合も多い。フォーマルルールとイン

フォーマルルールの両者のバランスと相互作用が

重要になるということになる。 

 

3.「2つの共有地のジレンマ状態」 

3-1「利用者間の共有地のジレンマ状態」 

 学校体育施設と公共スポーツ施設は、一般的に、

市民が利用する場合、同種の民間施設に比べて利用

料金が市場価格より多くの場合、大幅に低いことか

らニーズより資源が少ない状況が必然的に起こる。

利用料金が安い学校体育施設と公共スポーツ施設

を自分だけが使おうと勝手な行動をとる「フリーラ

イダー」が多く発生するという典型的な「共有地の

ジレンマ」が発生することになる。この「利用者間

の共有地のジレンマ状態」は、明らかに行政・市民

の双方にとって望ましくないものである。先行研究

において「利用者間の共有地のジレンマ状態」は、 

柳沢ほか（1995）、柳沢（1995）、八代・向陽（1996）、

間野（2007、p.19-20）によって指摘され、「このジ

レンマを克服するところに今後の生涯スポーツの

課題がある」（柳沢・向陽、2008、p.16）とされて

いる。 

 

3-2 「行政と NPO クラブの間の共有地のジレンマ

状態」 

 行政は、学校体育施設開放事業の管理のNPOクラ

ブへの委託に際して、実力のあるNPOクラブに委託

しないと「利用者間の共有地のジレンマ状態」が発

生することになり、学校体育施設開放事業の管理を

NPO クラブへ委託したことに対する行政責任を問わ
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れる可能性がある。特に、公立学校は子供が利用す

る施設であることから保護者や地域住民にとって

はトラブルの発生は極めて望ましくないことであ

り、行政としても特に慎重にならざるを得ないだろ

う。つまり、行政としては、もともと学校はNPOク

ラブの利用を想定していない施設であるから、住民

間のトラブルや地域の問題を未然に防ぐ、ないし、

迅速に解決するという見込みがない限り、学校体育

施設開放事業のNPOクラブへの委託をしないという

選択肢を選ぶことになるであろう。学校体育施設開

放事業の管理を受託するNPOクラブにとっては、学

校体育施設開放事業の管理の機会がなければ、利用

を巡っての住民間のトラブル対応についての経験

やノウハウを蓄積する手だてを得る機会が与えら

れないことになる。つまり、行政が学校体育施設開

放事業の管理をNPOクラブに委託し、NPOクラブが

経験を生かしてトラブルを防ぐなら、双方にとって

メリットが発生する機会が生まれる。相互にある程

度の相互信頼がなければ、行政はNPOクラブに運営

委託せず、NPOクラブは協力する機会を与えられず、

その結果、地域スポーツ振興促進のためのひとつの

有力な可能性が活用されないということになる。こ

れが、本論文で言う「行政とNPOクラブの間の共有

地のジレンマ状態」である。 

 公共スポーツ施設については、フォーマルルール

である指定管理者制度を適用することでNPOクラブ

への委託がかなり進展している。それに比較して学

校体育施設開放事業の管理をNPOクラブに委託する

ことが進んでいないひとつの理由として、この「行

政とNPOクラブの間の共有地のジレンマ状態」の発

生を行政が懸念しているということがあると考え

られる。  

 先行研究において「行政とNPOクラブの間の共有

地のジレンマ状態」と同種のジレンマによって起因

する問題は、清水（2002、p．63）、武笠(1988）、八

代(2002）、作野(2007)、松田（2007）などが指摘し

ている。 

 

3-3 2つの制度の比較分析 

 「2 つの共有地のジレンマ状態」は、学校体育施

設開放事業と公共スポーツ施設のそれぞれで重要

な課題になることが先行研究で指摘されている。従

来、学校体育施設開放事業と公共スポーツ施設の有

効的活用は別々に議論されてきた。両者の比較は、

指定管理者制度が導入されているかどうかといっ

た制度的な違いや、公共スポーツ施設の指定管理と

学校体育施設開放事業の管理を担う主体の法人格

が異なるといった理由から、同じ「舞台」では議論

されずにきたと考えられる。 

 一方、学校体育施設開放事業の分野では「行政が

学校体育施設開放事業を実施するにあたっての制

度上の問題点の洗い出しと新たな対応策の検討を

早急に行う必要がある」（作野、2007、p.30）とい

った課題が提示されている。本研究は、公共スポー

ツ施設と学校体育施設開放事業の民間委託の実態

を比較することで、学校体育施設開放事業をNPOク

ラブに委託し、有効的活用を実現するための行政と

NPOクラブのそれぞれの課題と方策を示す。 

 

4. 方法 

4-1. 仮説  

 以上の議論を踏まえ、 NPOクラブを対象にした調

査から、指定管理者と学校体育施設開放事業の管理

者を比較分析し、「2つの共有地のジレンマ状態」を

解決するための方法を抽出するために2つの仮説を

導出する。 

仮説1：「行政とNPOクラブの間の共有地のジレンマ

状態」の解決に関する仮説 

 行政が、執行権限の一部をNPOクラブに付与する

ことで、NPO クラブは「利用者間の共有地のジレン

マ状態」の解決が行いやすくなる。 

仮説2：「利用者間の共有地のジレンマ状態」の解決

に関する仮説 

 指定管理を担うNPOクラブにとって、NPOクラブ

に付与された管理権限に基づく執行だけで「利用者

間の共有地のジレンマ状態」を解決することは難し

い。NPO クラブが利用者の自律的な執行を促すとい

うアプローチを併用することが「利用者間の共有地

のジレンマ状態」の解決にとって有効である。 

仮説3：「2つの共有地のジレンマ状態」の解決によ

る学校体育施設開放事業の有効的活用の促進に関

する仮説 

 行政が学校体育施設開放事業に関してNPOクラブ

に対し、執行権限の一部をなにかしらの制度的方法

によって付与するといった施策を講じ、その上で、

NPO クラブが「利用者間の共有地のジレンマ状態」

の解決を行う努力をするならば、学校施設／学校体

育施設の開放が促進され、学校施設／学校体育施設

の有効的活用を実現できる可能性がある。 

 

4-2. 研究手法 

 本論文では、国内の全てのNPOクラブへのアンケ

ート調査の分析と特徴的なクラブのケーススタデ

ィを行う。 

 NPOクラブに対するアンケート調査は、2009年段

階でNPO法人格を持つとされる288の総合型地域ス

ポーツクラブの中で、2010年11月段階でNPO法人

格を維持し、郵送先が特定できた280クラブを対象

54



 

として郵送法で調査票を配布した。回収率は 66%

（185クラブ）。本論文の分析で利用する選択式設問

で欠損値の無い有効回答率は 64%（180 クラブ）で

ある。調査は2010年11月に実施した。  

 市区町村に対するアンケート調査は、東北の被災

3県（福島、宮城、岩手）を除く44都道府県にある

1618 市区町村を対象として郵送法で調査票を配布

した。回答率は63.7%（1,031市区町村）。有効回答

率は63.3%（1,025市区町村）である。調査は2011

年10月に実施した。 

 

4-3．分析枠組み 

 仮説を検証するために、NPO クラブを対象にした

アンケート調査の結果に基づきNPOクラブを指定管

理者であるか、学校体育施設開放事業の管理者であ

るかの2つの条件を基準に4タイプに分けて分析を

行う。4タイプに分ける理由は、調査結果で得られ

たデータに基づいて傾向や条件を抽出するにあた

り、個々のケースを単位に分析を行うことより一般

性の高い傾向や条件を抽出できると考えるためで

ある。本研究が実施した調査に回答のあった180ク

ラブを4タイプに分けたとき、各々のタイプのクラ

ブ数は表1の通りになる。 

表 1 NPOクラブのタイプ分け 

担っている 担っていない

担っている タイプ1：17クラブ タイプ2：50クラブ

担っていない タイプ3：21クラブ タイプ4：92クラブ

指定
管理
者

学校体育施設
開放事業の管理者

 

 

5.結果と考察 

5-1. 行政が考える学校体育施設開放事業におけ

る「利用者間の共有地のジレンマ状態」の実態とそ

の解決主体 

 NPO クラブへのアンケート調査の結果を用いて指

定管理と学校体育施設開放事業の管理者の比較を

行い仮説を検証する前に、NPO クラブを始めたとし

た民間組織への委託が進んでいない学校体育施設

開放事業の管理をNPOを始めたとした民間組織に委

託することに関して、行政がどのような意向を持っ

ているのか、国内の全市町村を対象にしたアンケー

ト調査の結果を用いて説明する。 

 市町村に対するアンケート調査で表 2 で示す通

り「利用者間の共有地のジレンマ状態」の具体例を

示した。 

 4 つの具体例の中で、いずれかの例が学校体育施

設開放事業で該当すると回答した市町村は68.2%で

あった。「利用者間の共有地のジレンマ状態」が発 

表 2 「利用者間の共有地のジレンマ状態」の例 

①施設が特定の一部の固定メンバー・団体によって

利用されてしまい、それ以外の地域住民の利用が事

実上制限される。 

②施設の鍵の貸し出しや複製などのルールが不徹

底であることから、体育館等のセキュリティが問題

になる。 

③予約をしたのに実際は使わないような場合、その

ことが他の利用希望者に知らされないなど、施設の

有効利用ができてない。 

④校内で喫煙したり、器物の破損が報告されないな

ど、利用者のマナーが悪化する。 

 

生した場合の解決主体として、市町村は教育委員会

（78.4%）と並んで利用者（45.8%）を選択する場合

が多い。利用者の割合が高い理由は、「利用者間の

共有地のジレンマ状態」の解決にあたっては利用者

の自発的な協力が必要であると、市町村が考えてい

ることを示唆していると考えられる。 

 調査結果で、学校体育施設開放事業の主要な業務

である利用調整や利用申請の受け付けは約9割の市

町村で教育委員会と学校関係者が担い、鍵の開け閉

めは約8割の市町村で利用者と管理指導員が担って

いる状況である。学校体育施設開放事業の管理（利

用調整や利用申請の受け付け等）を民間に委託して

いる市町村は1割にも満たない。 

 一方で、75.1%の市町村が学校体育施設開放事業

の「利用者間の共有地のジレンマ状態」を防ぐ体制

が出来ていないと考えている。表 3 は、表 2 で例

示した4つの「利用者間の共有地のジレンマ状態」

の例の選択数ごとに、市町村が「利用者間の共有地

のジレンマ状態」を解決することが出来るのであれ

ば、非営利組織／営利組織に学校体育施設開放事業

の管理を委託したいと考えているかどうかについ

ての複数選択の結果を示したものである。多くの例

を選択している市町村ほど、非営利組織、営利組織

に委託しても良いと考える傾向にある。つまり、「利

用者間の共有地のジレンマ状態」を抑えるだけの力

をもった民間組織があれば、学校体育施設開放事業

の管理における官民協働が促進される可能性があ

るということであり、NPOクラブで考えた場合、NPO

クラブが「利用者間の共有地のジレンマ状態」を抑

えることができれば「行政とNPOクラブの間の共有

地のジレンマ状態」が解決する可能性があるという

ことである。 
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表 3 共有地のジレンマ状態の例の選択数と、非営

利組織、営利組織への管理委託意思の関係 

共有地のジレン
マ状態の例の

選択数
非営利組織 営利組織

n 82 29
% 25.2% 8.9%
n 99 28
% 28.7% 8.1%
n 87 19
% 43.7% 9.5%
n 42 17
% 47.2% 19.1%
n 31 18
% 47.0% 27.3%

4つ選択

(n=66)

なし

(n=326)
1つ選択

(n=345)
2つ選択

(n=199)
3つ選択

(n=89)

 

 

5-2 「行政と NPO クラブの間の共有地のジレンマ

状態」の解決 仮説1の検証 

 表 4は、各タイプの中で「利用者間の共有地のジ

レンマ状態」を認識している割合を示している。 
表 5 は、各タイプの中で「利用者間の共有地のジ

レンマ状態」を認識しているクラブの中で、それを

解決するための対応をしようと考えている割合と、

実際に解決に取り組んでいる割合を示している。 
表 6は、 
表 5 はで対応しようと考えている NPO クラブが実

際に解決に取り組んでいる割合を示している。 

 

表 4 各タイプで「利用者間の共有地のジレンマ状

態」の発生を知っている割合 

知っている 知らない

n 17 0

% 88% 0.0%

n 32 18

% 64.0% 36.0%

n 15 6

% 71.4% 28.6%

n 49 43

% 53.3% 46.7%

タイプ3

(n=21）

タイプ4

(n=92）

知っている割合

タイプ1

(n=17）

タイプ2

(n=50）

 

 

 表 4、 
表 5、 
表 6 で示した 4 つの割合のタイプ間の差の傾向か

ら次の事が指摘できるだろう。 

 第1に、指定管理者であるかどうかの影響を分析

するために、学校体育施設開放事業の管理者である

条件が比較の前提になるように、学校体育施設開放

事業の管理者であるタイプ1とタイプ3、学校体育

施設開放事業の管理者でないタイプ2とタイプ4を

比較する（以下では「条件をコントロールする」と

記載する）と、指定管理者であるNPOクラブの方が

いずれの値も高い。つまり、指定管理者は「利用者

間の共有地のジレンマ状態」の解決に取り組んでい

る傾向がある。 

 
表 5 各タイプで「利用者間の共有地のジレンマ状

態」の発生を知っているクラブが、「利用者間の共

有地のジレンマ状態」に対応している状況  

対応する
対応しな

い

取り組ん

でいる

取り組ん

でいない

n 15 0 15 0

% 100% 0.0% 100% 0%

n 27 5 23 9

% 84.4% 15.6% 71.9% 28.1%

n 13 1 12 2

% 93.3% 6.7% 86.7% 13.3%

n 35 14 24 25

% 71.4% 28.6% 49.0% 51.0%

タイプ4

(n=49）

実際に取り組んでい

る割合

タイプ1

(n=15）

タイプ2

(n=32）

タイプ3

(n=14）

対応しようと考えて

いる割合

 
 
表 6 「利用者間の共有地のジレンマ状態」に対応

しようと考えているNPOクラブが、実際に解決に取

り組んでいる割合 

取り組んでいる 取り組んでいない

n 15 0

% 100% 0.0%

n 21 6

% 77.8% 22.2%

n 12 1

% 92.3% 7.7%

n 23 12

% 65.7% 34.3%

タイプ3

(n=13）

タイプ4

(n=35）

対応しようと考えていて、実際に取り

組んでいる割合

タイプ1

(n=15）

タイプ2

(n=27）

 

 

 第2に、学校体育施設開放事業の管理者であるか

どうかの影響を分析するために、指定管理者である

条件をコントロールし、タイプ1とタイプ2、タイ

プ3とタイプ4のそれぞれを比較すると、学校体育

施設開放事業の管理者であるNPOクラブの方がいず

れも値が高い。つまり、学校体育施設開放事業の利

用調整の役割を担うことで、「利用者間の共有地の

ジレンマ状態」の解決に積極的に取り組んでいる傾

向がある。 

 第3に、指定管理者であることと、学校体育施設

開放事業の管理者であることの影響を分析するた

めに、タイプ2とタイプ3を比較すると、タイプ3

の値がいずれも高い。つまり、学校体育施設開放事 
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業の管理者は、執行権限によってフリーライダーを

排除したり発生を抑制したりすることができない。

そのため、利用者への働きかける、利用者間の交流

や調整を促す、利用者との信頼関係を構築するとい

った取り組みを通じて、利用者の自律的な協力を積

極的に促している傾向がある。NPO クラブのこうし

た取り組みは、「利用者間の共有地のジレンマ状態」

の解決を促進するだけでなく、利用者間の相互信頼

や互酬性の規範といったインフォーマルルールを

醸成、強化することで、学校体育施設開放事業の運

用に限らず、他の地域スポーツの活動にも良い影響

を与える可能性があると考えられる。 

 なお、表3から表5の調査結果は、相関関係のみ

を示していて因果関係は示していないために解釈

には注意が必要である。実力のある NPO クラブが、

行政から指定管理者や学校体育施設開放事業の管

理者に指名されているという状況が想定できるた

め、原因（施設の管理を担っているかどうか）と結

果（「利用者間の共有地のジレンマ状態」への対応

ができているかどうか）が逆の関係にある可能性も

ある。 

 

5-3. 「利用者間の共有地のジレンマ状態」の解決 

仮説2の検証 

5-3-1 権限による「利用者間の共有地のジレンマ

状態」の解決ための執行コスト 

 指定管理者による執行だけで「利用者間の共有地

のジレンマ状態」を解消することは難しい。ここで

は、指定管理者が持つ権限の1つの利用許可権に焦

点を当てる。 

 タイプ 3 の NPO 法人新湊カモンスポーツクラブ

（以下：新湊カモン）には、地域内の小中学校の学

校体育施設開放事業の利用許可／調整を統括する

行政の社会体育指導員が常勤スタッフとしてクラ

ブ事務所に常駐している。新湊カモンが指定管理を

する公共スポーツ施設で調整に漏れた利用団体に

は、社会体育指導員が学校体育施設開放事業の空き

時間に回ってもらうように調整を行っている。クラ

ブマネージャーも社会体育指導員がいるから「利用

調整はうまくやれている」と指摘する。社会体育指

導員は行政が人件費を負担している。新湊カモンに

よる利用調整権の行使によってクラブや行政に対

して利用者からクレームが出るといった要素を低

減するために、行政がコスト負担（社会体育指導員

の配置）をしている例だといえるであろう。 

 指定管理者による執行が有効であるには、公平性

を保ったり、不満に対応するための仕組みが必要で

あるし、ほとんどの場合、効果的なルール違反の防

止にはインフォーマルな形での利用者による自律

的な執行を促進することが必要になる。金子ほか

（2009）が指摘する通り「ソーシャルキャピタルが

高いと、インフォーマルなルールに対しての自律的

な遵守が自発的に行われる可能性が高まり、そのこ

とによってフォーマルな問題解決の執行コストが

少なくて済み、結果として『満足度が高くコストが

低い』という状況が生まれる」可能性がある。 

 

5-3-2 NPO クラブの利用者の自律的な執行の促進

による「利用者間の共有地のジレンマ状態」の解決 

 指定管理を担うNPOクラブは「利用者間の共有地

のジレンマ状態」の発生を抑制するためにどのよう

な方法を意識しているのかについて検討する。 

 表 7 は、タイプ 1、2、3 の中で「利用者間の共

有地のジレンマ状態」の解決に取り組んでいると回

答したクラブが、解決の具体的な方法を自由記述で

回答した内容において"NPO クラブによる執行"と"

利用者の自律的な執行の促進"に該当する回答数を

示したものである。 

 

表 7  NPOクラブが「利用者間の共有地のジレンマ

状態」の解決に実際に取り組んでいる方法 

回答率

（※1）

NPOクラブ

による執行

利用者の

自律的な執

行の促進

その他

n 0 14 0

% 0% 100% 0%

n 4 22 2

% 17% 92% 9%

n 0 12 1

% 0% 92% 8%

※1　回答率とは、利用者間の「共有地のジレンマ」状態の解決

に取り組んでいると回答したクラブの中で、自由記述に回答し

た割合

82%

78%

81%

タイプ1

(n=14)

タイプ2

(n=23)

タイプ3

(n=13)

 
 

 表 7 の NPO クラブによる執行には、事前連絡無

しのキャンセルが続く団体を利用停止処分にする

（1クラブ）、キャンセル料の徴収を徹底する（3ク

ラブ）がある。NPO クラブによる執行を行うと回答

した NPO クラブを含め、自由記述に回答のあった

90%以上のNPOクラブが表 7で例示するような利用

者の自律的な執行の促進に取り組んでいると回答

があった。指定管理者のNPOクラブも「利用者間の

共有地のジレンマ状態」の解消には、学校体育施設

開放事業の管理者同様に利用者の自律的な執行の

促進に意識的に取り組んでいることが推測される。 

 

5-4 「2つの共有地のジレンマ状態」の解決による

学校体育施設開放事業の有効的活用の促進 仮説3 
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の検証 

 タイプ 1 の NPO 法人高津総合型スポーツクラブ

SELF（以下：高津SELF）のケーススタディによって

検証する。高津 SELF の抽出理由は、①学校長や教

育委員会の許可を受けて、学校体育施設開放事業の

利用期間の延長や、従来使うことができなかった学

校施設／学校体育施設の利用を実現している実態

がある。さらに、②「利用者間の共有地のジレンマ

状態」の解決を図っている実態がある。これら2つ

の事象の関係を分析することで仮説3の検証ができ

ると考えたためである。  

 高津 SELF は、神奈川県川崎市（人口 1,420,329

人）の高津区（人口216,347人）にある。川崎市は

多摩川を挟んで東京に隣接した市である。SELFの活

動エリアには川崎市都心へ続く東急田園都市線の

急行電車が停まる駅がある。人口密度の高い地域で

ある。高津SELFは会員数2,500人、1日当たりの活

動会員数131人、種目数30、（指定管理者の管理委

託料を除いた）収入額は約4,500万円、クラブの全

活動に占める学校体育施設の利用割合は 10 割であ

る。タイプ1で8割以上の活動を学校体育施設開放

事業で行っているのは高津 SELF だけであり、その

状況でタイプ1の平均と同程度の会員数、1日あた

りの活動会員数を抱えている。 

 高津SELFは2003年に発足し、同年、クラブの活

動場所を確保することを１つの目的として、学校体

育施設開放事業の管理業務を行う川崎市の学校体

育施設有効活用事業を受託した。しかし、人口密集

地域にある各小中学校の体育館の利用は飽和して

いた。当初、新しい活動が入る余地はほとんど無か

った。そこで、過去3年間の利用データと各施設利

用団体の活動状況を整理して利用団体に説明会を3

回実施した。説明会では①利用人数にそった利用ス

ペースの割り当て、②少人数の利用に対応するため

に利用スペースの細分化、③一部の利用団体の利用

時間、利用曜日の移動といった方針を説明して既存

利用団体の協力を求めた。結果、既存利用団体の利

用を維持したまま高津 SELF が提供するサービスの

活動場所を生み出すことに成功した。実態調査や説

明、説得を通じて「利用者間の共有地のジレンマ状

態」を解決、ないし、緩和したと考えられよう。 

 川崎市では、学校体育施設開放事業の利用申請の

窓口は各学校の学校体育施設開放事業運営委員会

が担う。高津 SELF が管理している学校体育施設開

放事業の利用状況は飽和に近いが、新規利用者がき

たら既存利用者と協議して活動スペースを確保で

きるように調整している。 

 高津SELFは2006年にNPO法人格を取得した。同

年、学校体育施設有効活用事業での実績やそれで培

った地域でのネットワークなどを生かして、公共ス

ポーツ施設の指定管理者と地域学校施設管理業務

を受託した。地域学校施設管理業務とは、従来は校

務員／用務員が担っていた仕事を行うものである。

学校施設の教育環境維持業務、受付業務、安全管理

業務、学校施設有効活用業務（学校体育施設開放事

業）などの業務をNPOクラブやその他の民間組織に

委託する新規的な事業である。地域学校施設管理業

務によって、高津SELF には年間約 2,900 万円の管

理委託費収入がある。 

 地域学校施設管理業務は施設の保守を業務内容

に含む。そのため、高津 SELF は体育施設以外の学

校施設の利用について、市の教育委員会や学校との

調整が行いやすくなった。高津 SELF は教育委員会

の許可のもとで高津中学校の多目的室や会議室、茶

道室を利用しているが、高津 SELF 自身が保守を担

っているため、保守に関しては学校へ負担をかけて

いない。また、教育委員会の許可のもとで中学校グ

ラウンドにナイターを設置した。ナイター設備は地

域からの寄贈品である。中学校グラウンドへのナイ

ター設置によってクラブが優先的に利用できるグ

ラウンドが毎日数時間単位で確保できることにな

り、小学生向けのサッカー教室などで教室数が増加

し、会員数の増加に大きく貢献した。 

 学校での活動場所の確保が進んだため、クラブの

活動場所は高津スポーツセンターの指定管理者に

なった 2006 年以降も学校施設である。指定管理者

の権限で高津スポーツセンターにおける会員（地域

住民）利用料の減免などで利用を促進することは可

能である。しかし、それによって施設を使っていた

会員以外の市民の利用が制限されることは良くな

いと判断したのである。活動場所の確保が進んだ結

果、2006年に390名であった会員数が2010年には

2,500 名に増加した。なお、会費は安価に設定され

ているため会費収入は約1,000万円程度である。経

営上こうした価格設定が可能な理由は、指定管理者

や地域学校施設管理業務受託でクラブスタッフの

雇用が確保できていることや、ボランティアスタッ

フやボランティアの指導者が多いことがあるだろ

う。 

 2003 年から学校体育施設開放事業の管理を受託

し、その中で「利用者間の共有地のジレンマ状態」

を解決することで施設の有効的活用を実現した。そ

れが指定管理者や地域学校施設管理業務といった

行政との協働を促進する契機になった。さらに、学

校施設の利用やナイター設置の許可という教育委

員会の協力を引き出し、施設の有効的活用を促進し

ている。高津 SELF は、クラブの取り組みと行政の

取り組みが好循環を生むことで、施設の有効的活用
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が実現されている例であると考えられる。 

 

6．まとめ 

 本論文では「共有地のジレンマ」と呼ばれるゲー

ム論の考え方とノースの新制度論の理論枠組みを

援用し、行政から施設管理に関する執行権限の 一

部を付与されている指定管理者と付与されていな

い学校体育施設開放事業の管理者を比較分析する

ことによって、学校体育施設開放事業の管理を NPO

クラブに委託する際の課題に対する一定の解決方

法を示唆した。 

 分析結果から、多くの市町村が学校体育施設開放

事業において「利用者間の共有地のジレンマ状態」

が起こっていることを認識しており、その解決にあ

たってNPOクラブを始めたとした非営利組織に管理

の一部を委託しても良いと考えていることが分か

った。その上で、総合型クラブによる学校体育施設

開放事業における「2つの 共有地のジレンマ状態」

を解決するためには、①行政がNPOクラブに対して

学校体育施設開放事業の管理における執行権限の

一部を付与したり、学校体育施設開放事業の管理業

務に関する役割を付与するなどの制度的な方策を

とることが重要であること、②NPO クラブが学校体

育施設開放事業の利用者の自律的な執行を促進す

ることが重要であることを示した。そして、③行政

が①を実現するべく積極的な方策を採用し、それに

呼応して NPO クラブがフォーマルルールとインフ

ォーマルルールの相乗効果を起こすべく適切に学

校体育施設開放事業の管理をすることで、行政の取

り組 みとNPOクラブの取り組みの好循環が生まれ、

その結果、「2つの共有地のジレンマ状態」が解決さ

れ、学校体育施設開放事業の有効的活用を実 現で

きうることをケーススタディで示した。 

 今後の課題としては、NPO クラブ以外の総合型地

域スポーツクラブを対象とした分析を行っていく

ことや、行政とNPOクラブの協働をいくつかの形態

ごとに分析していくことがあるだろう。 
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